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森林整備事業・治山事業の推進について

令和２年６月１０日

資料
・・



H30年度
（2018）

R元年度
（2019）

今年度（予定）
(2020）

5/27 コロナ2次補正閣議決定
5/30 議連開催

7/5 議連開催
6/10  議連役員会
6/17  国会会期末

＜7月豪雨＞

7/25 議連開催

8/28 議連開催

8月末 概算要求 8月末 概算要求
9月末 概算要求

＜9/４ 台風21号＞ ＜9/9 房総半島台風（15号）＞
＜9/6 北海道胆振東部地震＞

9/19 議連開催（緊急決起大会）
＜10/12 東日本台風（19号）＞

11/7 議連開催（緊急決起大会）

11月2８日 治山・林道のつどい 11月27日 治山・林道のつどい 11月18日 治山・林道のつどい

12月下旬 概算決定 12月下旬 概算決定 12月下旬 概算決定

森林整備・治山事業促進議員連盟参考スケジュール
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令和２年度林野公共予算の概要

区 分 Ｒ元年度
予 算 額

Ｒ ２ 年 度 予 算 額 Ｒ元年度補
正 追 加 額

C + D「臨時・特別
の措置」を
含まない

「臨時・特別
の措置」

概算決定額 １ 次 補 正

A B C = A + B D
億円 億円 億円 億円 億円 億円

農 業 農 村 整 備 3,260 3,264 511 3,775 1,466 5,241
（対前年度比） 100.1%

林 野 公 共 1,827 1,830 368 2,197 391 2,588
（対前年度比） 100.1%

治 山 606 607 208 815 173 988
（対前年度比） 100.1%

森 林 整 備 1,221 1,223 159 1,382 218 1,600
（対前年度比） 100.1%

水 産 基 盤 整 備 710 711 73 784 190 974
（対前年度比） 100.1%

海 岸 45 45 7 52 5 57
（対前年度比） 100.1%

農 山 漁 村 地 域
整 備 交 付 金 927 943 42 985 72 1,057

（対前年度比） 101.7%

一般公共事業費計 6,770 6,793 1,000 7,794 2,124 9,918
（対前年度比） 100.3%

災 害 復 旧 等 196 196 － 196 867 1,063
（対前年度比） 100.1%

公 共 事 業 費 計 6,966 6,989 1,000 7,989 2,991 10,981
（対前年度比） 100.3%

2
※ 林野公共関係予算の総合計は2,624億円(令和２年度当初予算概算決定額(臨時・特別の措置を含む)として、林野公共事業

2,197億円、路網の整備・機能強化対策(非公共)36億円、令和元年度補正予算額として林野公共事業391億円を措置)



近年の山地災害

○ 平成30年山地災害は、平成30年7月豪雨に伴う集中豪雨や平成30年北海道胆振東部地震等により、治山関係と林道施設の被害を
合わせて、被害箇所数が18,746か所、被害額約2,526億円。

○ 令和元年山地災害は、令和元年東日本台風（台風第19号）や令和元年房総半島台風（台風第15号）により、治山関係と林道施設の
被害を合わせて、被害箇所数が16,130か所、被害額約1,039億円。

令和元年山地災害の発生状況（治山関係、林道施設被害）

被
害
箇
所
数

平成30年北海道胆振東部地震
（北海道厚真町）

○ 近年、短期間豪雨の増加に加え、長期間強い雨が降り続くケースも
見られ、全国各地で山地災害が激甚化するとともに、同時多発的に発
生する傾向があり、引き続き、危険箇所における復旧・予防対策を継
続していく必要

平成30年西日本豪雨

広島県南西部を中心に山地の尾根部
付近が崩壊する災害が多発

令和元年東日本台風
【宮城県丸森町】

平成23年紀伊半島大水害

■ 近年の大規模災害の発生状況

【静岡県静岡市】
リニア新幹線工事に

使用予定の林道

平均気温が増加傾向
・日本の平均気温は100年あたり、
1.24℃の割合で上昇
（出典：気象庁HP）

■ 山地災害の激甚化の懸念

今後の課題等

平成29年九州北部豪雨
（福岡県朝倉市）

被
害
額

（
億
円
）
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令和元年房総半島台風
【千葉県】

R元年東日本台風による24時間雨量の状況
・103地点で歴代１位を更新
（出典：気象庁HP）



国土強靱化緊急森林対策（治山・森林）

Ｒ２年度当初予算額 36,761百万円、（農山漁村地域整備交付金）4,200百万円の内数
Ｒ元年度当初予算額 44,128百万円、（農山漁村地域整備交付金）5,000百万円の内数

平成30年度第２次補正予算額 17,208百万円、（農山漁村地域整備交付金）5,000百万円の内数

○ 山腹崩壊や地すべりなどの危険性の高い山地災害危険地区が全国に１９万箇所ある中で、緊急点検の結果、特に、災害の危険性が
高い約３，６００箇所を対象に、平成３０年度から令和２年度までの３カ年で集中的に国土強靭化緊急対策を実施。

○ 緊急対策の実施箇所以外においても、山地災害等の発生する危険性の高いところが存在しており、緊急点検実施後の豪雨
や台風等により、これらの箇所の災害リスクは引き続き高まるなど、対策が必要な箇所は依然として多く存在。

国土強靭化３か年緊急対策

森林整備

土砂流出防止等を図る間伐、被害木除去等（約2,000か所）

林道法面や路盤補強、排水施設の改良等（約300か所）

山地災害危険地区等

流木捕捉式治山ダムの
設置等による流木対策
（約700か所）

荒廃山地等の復旧・
予防対策（約600か所） 防潮堤の改良等の

海岸防災林の整備
（約50km）

治山対策

対策後

対策後

対策後

緊急対策箇所数〈当初計画〉
【Ａ】

３か年緊急対策予算による完了
見込み箇所数(R2年度まで)【Ｂ】

当初計画に対する達成度
【Ｂ/Ａ】

治山 治山施設の設置等：約600箇所 577箇所 96%

海岸 海岸防災林の整備：約50㎞ 46㎞ 92%

流木 緊急的・集中的に流木対策が必要な地区：約700箇所 650箇所 93%

森林・林道
荒廃森林における間伐等：約2,000箇所

林道の改良整備：約300箇所
森林整備 2,011箇所

林道 327箇所
森林整備 101%

林道 109%

総計 約3,600箇所 3,565箇所 99%

国土強靭化３か年緊急対策の実施状況

4

○ 治山対策として、治山施設の設置や機能強化・老朽化対策、海岸防災林の整備、流木対策等、森林整備対策として、荒廃した森林に
おける間伐や林道施設の改良等を実施。
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森林作業道

林道等

●主伐後の再造林は約3万ha➣約8万haへ

主伐後の再造林の増加

※全国森林計画
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50年生を
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※林野庁「森林資源の現況」（平成29年3月31日現在）
注1： 齢級は、林齢を５年の幅でくくった単位（1～5年生を「１齢級」、苗木を植栽した年が１年生）
注2： 森林法第5条及び第7条の2に基づく森林計画の対象となる森林の面積

※林道等には「主として木材輸送トラックが走行する作業道」を含む。
※「現状」は都道府県等への調査結果、「整備の目安」は森林・林業基本計画等より作成。

現状 整備の目安

総
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長
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林内路網の現状と整備の目安

一般的に間伐
を行う期間
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主伐後の再造林及び路網整備の着実な推進
(百
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㎥

)

(千
h

a)

○ 林業成長産業化のためには、基盤となる林道等の路網整備、主伐後の再造林を強力に推進する必要。

○ 森林の経営管理の集積・集約化の進展等に応じて、路網整備や再造林等の事業量は増加。これに必要な予算の確保が不可欠。
○ 一方、森林環境譲与税は、従来の予算事業では対応できない条件不利地での森林整備等を実施。

35万km

47万km

2024～2028
(R6～R10)

2029～2033
(R11～R15) 造林コストの低減に向けた取組

(伐採と造林の一貫作業等を推進)

11%
16%

30%

26年度… 28年度… 37年度…
0%

10%

20%

30%

40%

低コスト造林の割合

●現状約16%➣将来約30％
2016年(平成28年度） 2020年（令和2年度）

2015(H27年度)

（基準値）
2016(H28年度)

（実績）
2020(R2年度)

（目標）

出典：農林水産省
政策評価指標

地拵え コンテナ苗による植付

伐採・搬出に用いた林業
機械を地拵え・苗木運搬
に利用

一
貫
作
業

集材伐採 搬出

植付け適期が長い
コンテナ苗の活用に
より労務を平準化

伐採と造林を
一体的に実施

伐採から造林まで連続して行
うことにより工期を短縮

2017年(H29年度） 2033年(R15年度）
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路網整備をとりまく状況

【
➢県道の被災により一時孤立集落が発生したが、林
道を迂回路として活用し、孤立が解消。

6

【長野県王滝村 赤棚林道（国有林林道）】
平成３０年７月豪雨により、村道が被災し、一時孤立集落が発生したが、

国有林林道を迂回路として活用することで、一時帰宅等が可能となった。

■林道を災害時の迂回路として活用した事例

村道38号線被災状況
森林管理署の先導による一時帰宅

村役場方面

滝越地区方面

林道災害の激甚化への対応

○豪雨による路面侵食、路体決壊、切土法面の崩壊などの被害が多発。

法面保護工の整備 排水施設の整備 路網の開設

■具体の対策

■被害状況

令和元年東日本台風
（福島県相馬市）

令和元年東日本台風
（岩手県山田町）

H29梅雨災
（秋田県大仙市）

○搬出される材の高齢級化、大径化に伴う積載荷重の増加。
○原木運送業者には、運転手不足の声が多く、一度により多くの原木を

運送できる大型車両の林道への乗り入れニーズの高まり。
○木材流通の効率化のための、セミトレーラ等の大型自動車による木材

の輸送が可能となる林道を従来より延伸することが必要。

H26

H37

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

8-12 14-16 18-22 24-28 30-

材
積

（cm）

（千m3）

資料：平成28年森林・林業基本計画丸太末口直径

■丸太末口直径別の木材供給量

資料：31年2月、各都道府県を通じて原木運送を業務とする事業者を対象にアンケートを実施

■運転手の過不足

路面の機能強化

生産性向上への対応

■具体の対策

○ 林業成長産業化に向け、森林の経営管理の集積・集約化、主伐後の再造林を強力に推進するためにも基幹となる林道等の整備は不可欠。

○ 山間部での局地的な豪雨が多発する中、林道が重要な迂回路として機能する事例も多く見られる。孤立集落の回避等、災害時への備えとして、

法面 保護、適切な排水、舗装、橋梁改良等の路網の機能強化が急務。
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■森林による土砂流出抑制効果等

【出典】恩田裕一編（2008）： 人工林荒廃と水・土砂流出の実態
（土砂量は2006年6月～11月の6ヶ月間・総雨量1,048mm）

○森林整備により下層植生を繁茂させ、降雨
に伴う土壌流出を抑制。

間伐後の森林

m3/ha
流出する土砂量が減少

土砂の流出を抑制し、保水力の高い
森林を維持していくためには、適切な
間伐を実施し、樹木の健全な成長や下
層植生の繁茂を促すことが必要。

荒廃山地の復旧整備や事前防災・減災対策を推進することにより、山地災害
防災力の強化を図る必要。

治山ダムが土砂流出を抑制し、下流への
被害を防止。
○期間降水量 ：419mm（7/3～8）
○24時間降水量：264mm （安佐北区アメダス）

森林整備・治山対策の効果

荒廃森林

朝倉市杷木志波

■平成29年7月九州北部豪雨（福岡県朝倉市）

○降水量：774mm （7/5 12時～21時（9h)）
○山間部で多数の山腹崩壊発生。土砂と流木が

下流域まで流出し被害が拡大。

■平成30年7月豪雨（広島県安佐北地区）

治山ダム

※同地区同沢

○期間降水量 ：257mm（8/19～20）
○24時間降水量 ：257mm（安佐北区アメダス）

土石流が発生し、人家工場等が被災

広島県安佐北区高松山

下流への土砂流出を防止

治山対策
を実施

H26.8豪雨

H30.7豪雨

【朝倉市佐田】

治山ダム（ｽﾘｯﾄ式）
が流木、土砂を捕
捉し、下流の被害
を軽減。

【東峰村猿喰】

治山ダムが流木、
土砂を捕捉し、下
流の被害を軽減。

森林整備の効果 治山施設による減災効果
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国土強靱化３か年緊急対策等の効果

３か年緊急対策箇所の効果

【林道の改良整備】

【海岸防災林の整備】

【治山施設の設置等】 実施箇所数（R２年度まで）：山地災害危険地区等 約600箇所

実施箇所数（R２年度まで）：海岸防災林 約50km

実施箇所数（R２年度まで）：林道 約300箇所

鹿児島県
いちき串木野市

愛知県
豊根村

平成30年9月4日の台風21
号による被害

道道２３５号線

平成30年9月6日の北海道胆
振東部地震

北海道
厚真町

京都府
左京区

宮崎県
木城町

平成30年9月29日～9月30日に
かけての台風24号による被害

8

高知県
大月町

緊急対策以外における箇所の対策の効果

○ 国土強靱化緊急対策により、治山施設の設置や森林の整備等による災害に強い森林づくりを推進。
○ 緊急対策の実施個所以外においても、集中豪雨や台風、地震等による被災箇所の復旧・整備等を実施し、

地域の安全・安心を確保。



■利用間伐による地域経済への効果

間
伐

○全国の国産材を扱う
製材・合板工場数 ：約4,400

〇木材・木製品製造業の製造品
出荷額等 ：２兆６,５６２億円（H28年）

○全国の住宅着戸数のうち
木造軸組工法
：約41万戸(H30年)

○そのうちの約半分は地場
の中小工務店が建設

○木質バイオマス発電によるエネルギー生産
： 64か所（H30）

※FIT制度を活用する発電所のうち、出力2,000kw以上
は40か所、2,000kw未満が24か所

＋αの効果
間伐材50m3/ha(約45万円/ha)

＊スギ人工林（7齢級、蓄積305m3/ha）、間伐率33% 造材歩留まり50%と仮定 （間伐材生産量50m3/ha×0.9万円/㎥）

公益的機能が向上

＊製材・合単板工場については、国産材取扱の製材工場数、合単板の国内生産における国産材率から推計
＊国土交通省住宅関連産業資料。経済産業省「平成29年工業統計表」。

○ 間伐を実施することによって、木材販売に伴う収入に加え、産出された木材の活用等により、地域経済への波及効果も大。
○ 林野公共事業（森林整備事業・治山事業）は、中山間部での事業が中心であり、事業費に占める人件費割合が大きい。
○ このため、事業に伴う雇用効果が大きいことに加え、産出された木材の活用等により、地域経済への波及効果も大。

9

◼林野公共事業による地域雇用への効果
雇用効果

＊造林・間伐等、保安林整備等については、35百人日／事業費1億円、林道整備・治山施設整備は
1千人日／事業費1億円で試算

0%

20%

40%

60%

80%

100%

造林 間伐

共通仮設費 機械損料・諸雑費
苗木代 人件費

６９％ ６0％

＊標準工程、公共工事設計労務単価、事例調査等により算出・作成
＊雇用効果は、労務単価（普通作業員、特殊作業員、特殊運転手の平均）を用いて試算

【造林関係】 【森林土木関係】

0%

20%

40%

60%

80%

100%

林道工事 治山工事

間接工事費等 材料費・機械経費等 人件費

17％ 20％

事業費１億円で、雇用３，５００人日 事業費１億円で、雇用１，０００人日

人件費

○ 林野公共事業による雇用効果

約 9４０万人日
※平成31年度当初予算額（「臨時・特別の措置」を含む）に基づく推計)

林野公共事業による地域経済・雇用への効果

9
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近年の激甚な山地災害における林野庁の支援状況

ｙ

○ 森林管理局では、災害時発生時に「山地災害対策緊急展開チーム」の派遣や地方自治体との協定に基づく支援を推進。
○ 大規模な山地災害等が発生した際には、林野庁及び森林管理局署の職員を被災地に派遣し、リエゾンのほか災害調査や復旧計画の

策定等の技術支援を実施。
〇 加えてヘリコプターによる上空からの調査を機動的に行い、被災自治体へ迅速な情報提供を実施。

被災自治体に対する支援事例

【令和元年東日本台風】
林道施設等の被害把握・復旧工法の策定支援

（宮城県登米市、南三陸町）

しｓｔ

現地調査

災害発生時の近年の支援実績及び定員の推移

復旧計画概要書の策定支援

【平成30年7月豪雨】
山地災害の復旧に向けた設計書等作成支援

（広島県東広島市）

しｓｔ

【林野庁職員の派遣実績】

発生年 災害名 派遣
延べ人数

平成28年 平成28年熊本地震 約400人

平成29年 九州北部豪雨等 約500人

平成30年 平成30年7月豪雨 約920人

平成30年 北海道胆振東部地
震

約490人

令和元年 房総半島台風 約160人

令和元年 東日本台風 約220人

【ヘリコプターによる被害状況の調査実績】

災害名 飛行
回数

島根地震 １

大阪北部地震 １

平成30年7月豪雨 ３３

台風第21号 ３

北海道胆振東部地震 ２

台風第24号 ９

災害名 飛行
回数

地震（北海道） １

地震（山形、新潟） ２

梅雨災（鹿児島） ２

豪雨（新潟） ２

豪雨（佐賀、長崎） １

房総半島台風 ３

東日本台風 ３４

現地調査 机上作業

【災害発生時の支援協定の締結の例】

平成30年 令和元年

10

徳島県と四国森林管理局が
連携し、災害時において、国が
民有林も含めたドローン調査等
を支援する協定を締結。

「林野災害時等における
ドローン利活用協定」

1,476 1,444 1,417 1,424

4,255 4,222 4,198 4,174 4,156 4,137

（人） 森林管理局及び森林管理署の定員の推移

4,295
4,358



○ 近畿中国森林管理局では、災害発生直後からヘリコプター等による被害状
況調査や災害復旧等事業による早期復旧に努めるとともに、特に山地災害が
集中した広島県東広島市において民有林直轄治山事業に着手。

○ 九州森林管理局では、熊本県知事からの要請を受け、阿蘇市及び南阿
蘇村に所在する熊本県管理の治山施設の復旧を、阿蘇地区特定民有林
直轄治山施設災害復旧等事業により実施。全ての箇所において令和元年
度に事業完了。

近年の激甚な山地災害からの直轄による復旧状況

○ 特に大規模な災害が発生した場合には、初動時の人的支援のみならず、都道府県からの要請も踏まえ、国（森林管理局）が直轄事業
により復旧整備を実施。

○ 近年においては、九州北部豪雨からの復旧（福岡県朝倉市）、平成30年７月豪雨からの復旧（広島県東広島市）に向けて民有林直轄
治山事業に着手したところ。

○ また、直轄事業によるこれまでの集中投資により、熊本地震で被災した施設の復旧については、大規模な復旧工事を完了。東日本大
震災の津波で被災した海岸防災林の再生（宮城県仙台湾沿岸地区）については、今年度完了予定。

平成29年九州北部豪雨の復旧状況

平成30年7月豪雨の復旧状況

民有林直轄治山事業等による整備（広島県東広島市）

平成28年熊本地震の復旧状況

特定民有林直轄治山施設災害復旧等事業による復旧（熊本県南阿蘇村）

東日本大震災の復旧状況

災害復旧事業による復旧（宮城県仙台湾地区） 民有林直轄治山事業等による整備（福岡県朝倉市）

○ 九州森林管理局では、災害発生直後からヘリコプター等による被害状況調
査や災害復旧等事業による早期復旧に努めるとともに、平成30年4月から福
岡県朝倉市において民有林直轄治山事業に着手。人家等に近接した箇所の
治山ダム整備を進めているところ。

○ 平成23年3月の東日本大震災では、約140ｋｍの海外防災林が被災。
特に被害が甚大であった仙台湾においては、東北森林管理局が直轄によ
り復旧事業を実施（令和２年度で完了予定）。
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新型コロナウイルス感染症による森林・林業への影響

○ 新型コロナウィルス感染拡大の影響により、輸出を含めた木材需要が減少し、これに伴う原木価格の低下などの影響が発生。
○ また、原木在庫が増加した製材・合板工場が、製品の減産や原木の入荷制限を実施。
○ こうした影響が長引けば、需給バランスが一層崩れ、原木価格のさらなる下落を招くことも懸念。

森林・林業への主な影響

（主な影響）
◆中国向け木材輸出額：前年同月比５割減（３月） 【1,257百万円 → 582百万円（▲54％）】
◆九州の一部原木市場の木材価格：前年同月比２割低下（４月）

・熊本県 （芦北） 12,500円/㎥ → 9,500円/㎥（▲24%）
・宮崎県 （東郷） 12,200円/㎥ → 11,000円/㎥（▲10%）
・鹿児島県 （隼人） 13,200円/㎥ → 11,000円/㎥（▲17%）
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○ 新型コロナウィルス感染拡大の影響を踏まえ、経済活動の停滞を踏まえた需要喚起、 需要に応じた生産・流通や事業継続へ
の支援等を一体的に講じるとともに、収束後も見据えた、さらなる経済・雇用対策の検討が必要。

資金繰り支援・原木の保管・大径材加工施設の整備
林業・木材産業金融緊急対策、

輸出原木保管等緊急支援事業（保管・運搬料等支援）、大径原木加工施設整備緊急対策

木材需要の喚起
（国産農林水産物等販売促進緊急対策）

令和2年度 二次補正

収束後を見据えた経済・雇用対策

一次補正により措置済

森林整備事業
治山事業

発生している緊急事態と今後の対応

主
伐

森林・林業に係る新型コロナウイルス感染症対策の全体像
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◆経営継続補助金 【200億円の内数】
➣感染拡大防止対策とともに、林業者の

経営の継続に向けた取組を支援
（省力型機械、新たな作業に取り組む際の資機材の導入等）

◆経営維持・再建のための資金繰り対策の強化
【一次補正予算の積み増し：7.5億円】

◆林業の雇用維持のための保育間伐
➢林業の雇用を維持し、森林を適切に管理

するため、植林、地拵え、下刈り、保育間伐等
の定額支援を追加

◆原木保管等事業
➣国内の住宅着工の低迷等の状況を踏まえ、

輸出向け以外の原木も支援対象に追加し、
保管料、運搬料等を支援（1次補正の運用改善）

※一次補正予算等の執行に全力を挙げ、執行状況
に応じて予備費から手当

保
育

間
伐

下
刈 衛

生
伐

植
林 作

業
道

苗
木
大
苗
化

境
界
案
作
成

◆需要が減退している農林水産物等の販売促進（公共施設等の木造化・木質化のプロモーションを支援）
【国産農林水産物等販売促進緊急対策：1,400億円の内数】

◆経営維持・再建のための資金繰りの確保 【林業・木材産業金融緊急対策：15億円】
◆需要減退による在庫の増大が著しい原木の一時保管 【輸出原木保管等緊急支援事業：9.9億円】
◆付加価値の高い木材製品に転換するための加工施設の整備 【大径原木木材加工施設緊急対策：15億円】

※この他、持続化給付金・雇用調整助成金が措置

令和2年度 一次補正

生産を伴わない森林施業等への支援
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・ 計数は、四捨五入のため、端数において合計とは一致しないものがある。
・ 補正予算については、前年度の予算額を計上。
・ この他、森林整備事業・治山事業関係予算として、H22から農山漁村地域整備交付金がある。
※ 路網整備・機能強化対策（非公共ハード：36億円）

（億円）

総額

2,624

【参考】国土強靭化3カ年緊急対策：981億円
H30補正：172億円
R 1当初：441億円
R 2当初：368億円

※R1及びR２の金額は「臨時・特別の措置」として計上。

36※

○ 令和２年度については、対前年100.1％（＋３億円）の確保に加え、 「路網整備・機能強化対策」(非公共ハード：３６億円)の創設、
「国土強靭化３か年緊急対策」に係る臨時・特別の措置（368億円）、防災・減災等に向けた令和元年度補正（391億円）の確保により、
総額は2,600億円超。

○ 令和３年度においても、本年度で終了となる「３か年緊急対策」に続く、防災・減災、国土強靭化に向けた必要な予算措置とあわせ、
平成21年度当初予算規模水準の確保を目指す。

○ 国土強靭化、林業の成長産業化を力強く進めるため、
継続的に適切な予算を確保することが重要。

○ ３か年緊急対策の継続・拡充等による、
国土強靭化に向けた林野公共事業予算の確保が必要。

■当初
■前年度補正

臨時・特別

林野公共関係予算（森林整備事業・治山事業等）の推移
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